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令和７年９月２日 

 

令和８年度予算編成留意事項 

 

                        企画総務部長 森 智彦 

 

予算編成方針を踏まえ、令和８年度予算の編成を行うにあたっては、昨

年度に引き続き、以下の点に留意すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※：ＥＢＰＭ（ｅｖｉｄｅｎｃｅ based policy making） 

…証拠に基づく政策立案。エピソード（事例や経験等）ではなく、エビデンス（証

拠、根拠、分析）に基づく事実関係から政策を立案すること。 

 

１．歳出構造の改革 

（１）「まちづくり総合プラン」の推進のための事業構築 

   事業の構築にあたっては、事業の目的や必要性を十分に検討し、関係部局

と協議したうえで、効率的・効果的な事業となるよう努めるものとする。なお、

政策経費及び災害対策経費の予算要求にあたっては、財政計画において見込む

財源不足への対応策の一部として、令和７年度予算編成において「第７次総合計

画 アクションプログラム」で選択された一般財源から、別途財政課長が示す額を

削減した上で予算要求を行うこと。そのため、新たな事業や事業費の増額「ビルド」

に必要な財源については、原則として、部内において同等以上の事業の廃止や事

・第 7次総合計画に掲げる目指す都市像の実現に向け、各基本目標に基づく

施策を着実に推進していくため、施策や事業の成果指標達成に資する事業

構築を図ること。 

【目指す都市像】元気あふれる 安心快適な未来価値創造都市 おおむた 

～ 有明海沿岸地域のリーディングシティ ～     

・法令や基本計画に定められた目的・趣旨などを実現するため、本市にとっ

て必要な事業を検討し、計画的に事業を実施すること。 

・事業については、最小の経費で最大の効果をもたらすものとなるよう十分に

検討すること。また、事業のスケジュールや関連部局との調整等についての

検討が不十分な事案も見受けられることから、十分に確認しておくこと。 

・新たな事業を行う場合は、他の市町村や部局での取組などを参考とし、創意

と工夫を凝らすとともに、ＥＢＰＭ（※）に取り組むこと。 
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業費の縮減「スクラップ」により生み出すこと。また、アクションプログラム掲載事業と

して、令和８年度実施予定となっている事業であっても、現状を鑑みた上で必ず事

業費の精査を行い、財源等の確保について再検討すること。 

     

（２）事務事業経費の抑制 

部局ごとに定める枠配分額については、前年度同額とする。ただし、今後見込ま

れる財源不足を圧縮するため、事業の見直しを進め、既存事業の廃止や統廃合に

向けた取組を進めること。なお、前年度と同様、物価高騰等の要因により新たに増

額が見込まれる経費についても枠配分内で対応すること。 

また、部局の事務事業経費の総額が、枠配分の範囲内であっても、前年度の予

算額に固執せず、前年度執行額や本年度実績の状況などを踏まえた要求額の適

正化を行うこと。 

 

（３）事務事業の見直しや効率化 

行政運営に支障を来さない執行体制やワーク・ライフ・バランスを確保するため、

事業のスクラップ、ＩＣＴの活用、民間活力の導入等による業務の削減や事業の効

率化を積極的に推進すること。 

また、部局を超えた横断的な視点から、類似・重複事業の整理や統合による業

務量の軽減を行い、「選択」と「集中」の考え方の下、効率的な事業構築を図ること。 

 

（４）サマーレビュー等を踏まえた事業の検討 

サマーレビューにより別枠で実施の方向性が示された事業については、諸課題

を改めて整理するとともに、事業費やスケジュール等について再度部局内で精査

した上で、要求できるものとする。また、財源不足に対応するため事業の見直し（廃

止・縮小等）が必要とされた事業については、課題を整理した上で見直し結果を反

映させること。 

 

２．財源の確保 

（１）自主財源の確保 

魅力あるまちづくりに向けた投資や地域産業の振興、企業の誘致に積極的に取

り組み、移住や定住、雇用の創出を促進することで、自主財源の確保に努めること。

また、未利用市有地については、関係各課が連携して、課題の整理及びスケジュ

ール等を検討し、計画的かつ可及的速やかに売却の準備を進めること。 

使用料・手数料等については、受益者負担の原則を踏まえ、令和７年度に行う

「使用料・手数料見直しガイドライン」に基づく検証結果を反映させること。 
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（２）補助金や助成金の積極的活用 

実施事業については、国・県の補助金や助成金等のメニューに該当しないかを

必ず確認するとともに、他自治体の事例についても収集し、これまで以上に国県支

出金や助成金等を積極的に活用すること。特に、部局を超えた取組をパッケージ

で計画することにより利用できる補助メニュー（例：都市構造再編集中支援事業によ

る延命公園地区整備・地方創生にかかる第２世代交付金）などについては、財政

課・総合政策課をはじめ関係各課と連携し、活用に向けた積極的な検討を行うこと。 

 

（３）ふるさと納税、クラウドファンディング等の活用 

ふるさと納税、クラウドファンディング等については、本市のＰＲや市内事業者の

支援、地域経済の活性化にもつながるものであるとともに、貴重な自主財源となっ

ている。そのため、魅力的な返礼品の充実や企業版ふるさと納税の更なる推進、ク

ラウドファンディングの実施に向けた取組を積極的に行うこと。 

 

３．実質的な公債費負担の抑制 

交付税措置を除く実質的な公債費負担を抑制するため、市債の活用にあたって

は、他自治体の事例を収集した上で、財政課と協議をし、交付税措置の有利な市

債の活用を検討すること。 

 

４．国等施策への対応 

国や県等の予算、施策動向、制度の改廃状況等を的確に把握し、制度改正等

が明らかになっているものについては、可能な限り当初予算に反映させること。 

国の補正予算などにより有利な財源を活用することとなった場合には、短期間で

の事業組み立てが重要になるため、即座に対応できるよう日頃から情報を収集し、

検討を行っておくこと。 

 

５．債務負担行為、継続費の活用 

債務負担行為や継続費については、複数年度に渡って事業実施を可能とし、入

札不調対策や同時期に集中する発注業務の平準化などの効果が期待されること

から、積極的な活用を検討すること。 

 

６．その他 

・特別会計においては、使用料等で運営する独立採算を徹底すること。 

・基金の内容や趣旨に応じて適切な残高の確保に努めること。 


